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研究成果の概要（和文）： アセアン諸国の従来の制度構築は、欧米モデルの端的な移植、ある

いは多国籍企業の便宜に応える設計に重きが置かれてきた。本研究は、中小企業の利益に根ざ

した制度構築の課題を、グローバリゼーションにおける中小企業政策、コーポレート・ガバナ

ンス、金融促進、労働者の保護育成、などの多角的視点から、経済学と法学の融合的アプロー

チを通じて分析することをめざした。成果として、中小企業の技術効率の総合的な評価手法、

中小企業の効率の特殊要因を反映した中小企業政策、企業経営判断と企業規模分布の関係性の

複合要因、輸出志向型産業への労働移動の貧困削減効果、輸出牽引型産業における金融部門の

貢献の限定性、中小企業促進に立った教育政策・労働法制の見直し、閉鎖会社・無限責任会社

に重点を置いた企業法制の見直し、といった諸点が明らかにされた。 

 
研究成果の概要（英文）： Institution building in ASEAN countries has tended to be centered 
on the transplant of Western economic laws which often represent the interests of large 
multinational corporations. This study purported to identify the issues of institutional 
reforms for the purpose of promoting local small-medium-sized enterprises (SME), through 
an interdisciplinary approach consisted of economics and legal studies, from integrated 
viewpoints of the choice of SME policy in globalization, corporate governance for SME, 
SME financing, labor protection and training for SME. The results include combined 
methodological approaches for the evaluation of SME efficiency, issues of industrial 
development policy based on SME specific factors, combined factors deciding the relation 
between firm size distribution and valid management decision-makings, pro-poor effects 
of export-oriented industrialization, a gap between financial sector development and the 
foreign directed investment-led growth in Asia, importance of middle-level education and 
labor policies targeting SME promotion, and SME-based corporate governance centering on 
closed companies and partnerships.  
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１．研究開始当初の背景 

欧米開発援助機関のグローバル・モデルと
してコーポレート・ガバナンス指標やモデル
法が相次いで改訂強化され、その移植が推進
された時期であった。しかし多国籍企業利益
が前面に出ており、自国の輸出志向の中小企
業を育成していくアジア諸国の関心にとっ
て、必ずしも適切なモデルとは見えず、独自
の制度課題を探究する必要性が認識された。 
 
２．研究の目的 

日系投資企業も深く関与するアセアン諸
国を対象に、経済開発・貧困削減効果の期待
される輸出志向型の中小企業促進の視点に
立ち、その起業促進・技術効率・経営判断高
度化を可能にする制度条件の探究を目的と
した。 

この際、産業育成政策、中小企業金融、コ
ーポレート・ガバナンス、教育訓練、労働法
制などの複合的政策課題をそれぞれ専門的
に検討したうえで、最終的にその成果を総合
することを試みた。 
 
３．研究の方法 

経済学･法学の融合的アプローチにより、
面接調査・質問票調査による独自の実証デー
タの取得を通じて、外来の制度モデルとは異
なるアセアン地域中小企業セクターの実情
に適合的な制度要因を検討した。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は大きく３点に分けられる。
第一は、中小企業の技術効率や経営効率の評
価と、その傾向性を踏まえた中小企業政策の
ありかたへ向けた提言である。第二は、貧困
層の起業・雇用を促しグローバル市場に結び
つける pro-poor な産業政策・教育政策・労
働法制のありかたへの複合的な政策提言で
ある。第三は、輸出志向型の中小企業・裾野
産業の展開を必ずしも直接支えてはこなか
った地場の金融部門や企業法制の問題性の
解明である。 
 
（１）中小企業政策への示唆 
 まず中小企業の技術効率については、成長
著しいベトナム縫製産業の実証データ等に
基づき、包絡分析法(DEA)や確率的フロンテ
ィア分析(SFA)など複合的な評価手法による
検討を行い、結果として、国有企業や外資企
業に比した個人企業の技術効率の高さ、大規
模企業よりも小・零細規模企業の技術効率の

高さ、賃金上昇と技術効率の高い相関性、な
どの興味深い示唆が得られた。これらからす
る中小企業政策のありかたへの一般的示唆
として、中小企業政策・中小企業金融がいた
ずらに大規模化を志向せず適正規模に照準
を当てるべきこと、また賃金上昇圧力を吸収
する生産管理改善にいっそうの政策的関心
が向けられていくべきことが指摘された。 
 いっぽう経営判断の妥当性と企業規模と
の関係性をめぐって、先進国の先行研究では
資本集約度などの産業特性が重視されてい
るが、企業規模分布は市場退出判断の結果を
反映したものである点に鑑みれば、起業家の
経営能力や自己評価、さらにアジア諸国の文
脈では金融市場の問題、生産要素調達市場や
販売市場の状況など、複雑な要素の考慮が求
められるとして、評価手法の深まりが必要で
あることを指摘した。 
 
（２）pro-poor な産業化・教育政策・労働法 
 貧困層は教育機会が乏しく、農業部門にと
どまるか、商工業化の底辺で劣悪な労働条件
に喘ぐ傾向にある。アジア諸国の人口増圧力
に鑑みれば農業生産性向上には限界がある
ことから、非農業部門での起業・雇用を促進
する pro- poor な政策志向が求められる。
とくに外需市場につながり労働吸収力の期
待される輸出志向産業で中小企業の起業・雇
用促進が有効であるとする示唆を得た。 
 ではそのような輸出志向型の中小企業の
起業・雇用促進のために、いかなる人的資本
の育成が求められるか。本研究ではラオスの
小・零細企業部門における独自の実証データ
を用いて、中等教育の教育収益率の高さ、ま
た地域特性やエスニック特性などの興味深
い結果を見いだした。欧米援助機関が得てし
て強調する高等教育促進は大企業・多国籍企
業利益に資するとしても、地場の中小企業育
成の見地からは見直しが必要である。 
 いっぽう輸出志向型中小企業の促進に資
する労働法制の課題として、ILO 条約を嚆矢
とする国際労働基準を、単なる書かれた法文
ではなく現実に実施していく労働監督機能
の強化が検討された。アジア諸国の労働監督
行政は脆弱であることから、ILO は個々の企
業努力を輸出促進に結びつける市場オリエ
ンテッドな労働監督・支援事業を試験的に実
施しているが、その成果は一部の主力輸出産
業にとどまっている。より射程の広い
pro-poor 政策の実現にとっては行政機能の
育成強化もまた求められよう。 



 
（３）金融部門の機能と企業法制の課題 
 アジア諸国の金融部門は、金融自由化の潮
流に逆らう形で構造改革が遅れ、アジア通
貨・金融危機を経てなお改革過程にある。果
たして輸出志向型製造業が牽引するアジア
諸国の近年の経済成長を、金融部門は直接支
えてきたといえるのか。本研究はこの問題に
実証データの独自収集をもって臨み、成長を
牽引する企業セクターが内部資本市場（親子
ローン等）や企業間信用に依存する傾向、し
かし系列親子関係の希薄な状況では金融部
門による補完的関係が進む傾向、などを実証
的に明らかにした。とくに金融アクセスが不
足する中小企業セクターにとって、金融部門
の役割は強調されてしかるべきだが、事業審
査・担保評価の能力向上を欠いたまま収益志
向の高利金融が横行する懸念が残り、中小企
業金融政策の課題である。 
 いっぽうアジア通貨・金融危機後に欧米援
助機関が展開した会社法や担保法などの法
制改革は、上場企業中心のモデルであり、中
小企業のコーポレート・ガバナンスや金融獲
得力の向上への政策配慮を欠いている。ベト
ナム・タイ・インドネシアの企業調査から、
閉鎖会社形態における金融機関・主要取引先
などのステークホルダーによる監視機能の
役割、また担保提供資産の不足を補う包括根
担保が金融機関・取引先による信用力監視手
段として機能する傾向が見いだされ、このよ
うな実体経済の要請に応える法制改革の必
要性が示唆された。 
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